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[ 図1] diator support side, a vehicle- width-direction inner elastic
leg portion (70C) o f an elastic leg portion (70) constitut
ing a lower elastic leg portion (42) slides relative to a v e
hicle-width-direction outer edge portion of an under pan
el. Therefore, by elastically deforming the vehicle-width-
direction inner elastic leg portion (70C) toward the vehi
cle-width outer direction using a tip end portion (70A) as
a starting point, the position o f an engagement piece (80)
formed on the vehicle-width-direction inner elastic leg
portion (70C) o f the elastic leg portion (70) can b e moved

70' to a position at which the engagement piece can be reli
ably engaged with the vehicle-width-direction outer edge
portion of the under panel.

70F

0G- (57) 要約： プロテクタ （1 0 ) をラジェ一 タ
70E サポー トサイ ドに取付 ける際に、下弾性脚部

( 4 2 ) を構成す る弾性脚部 （7 0 ) の車幅
方向内側弾性脚部 （7 0 C ) が ア ンダーパネ
ルの車幅方向外側縁部 と摺動す るよ うにな つ
て い る。 この た め、車 幅 方 向 内側 弾性 脚 部
( 7 0 C ) が 先 端部 （7 O A ) を起 点 に し

て、車幅外側方向〜弾性変形す ることで、弾
性脚部 （7 0 ) の車幅方向内側弾性脚部 （7
0 C ) に形成 した係合爪 （8 0 ) の位置 を、
ア ンダーパネルの車幅方向外側縁部 と確実 に
係合す る位置へ移動す ることがで きるよ うに
なっている。
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明 細 書

発明の名称 ：取付部材

技術分野

[0001 ] 本発明は、被取付部材に形成された取付部に係合される係合爪を備えた取

付部材に関するものである。

背景技術

[0002] 従来、この種の取付部材として、例えば、特許文献 1 に示すものが知られ

ている。この取付部材では、バンパー取付具をサイ ドアウタ一パネルの取付

面に固定する際に、係合爪の傾斜面がホイルハウスィンナ一パネルの下縁部

と当って橈み、下縁部を通過すると係合爪が復帰して、ホイルハウスインナ

—パネルの取付部に係合されるようになつている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：特開 2 0 0 9 _ 2 6 2 9 1 9 号公報

発明の開示

発明が解決しょうとする課題

[0004] 本発明は上記事実を考慮 し、取付部の位置がばらついた場合にも、係合爪

を取付部に確実に係合させることができる取付部材を提供する。

課題を解決するための手段

[0005] 本発明の第 1 の態様は、被取付部材に形成された取付部に係合される係合

爪を備えた取付部材であって、前記係合爪は、前記取付部と摺動することで

弾性変形可能とされた弾性脚部に形成されている取付部材を提供する。

[0006] 上記の態様では、取付部材を被取付部材に取付ける際に、取付部材の弾性

脚部が、被取付部材に形成された取付部と摺動 し弾性変形する。このため、

取付部の位置がばらついた場合にも、弾性脚部の弾性変形によって、弾性脚

部に形成された係合爪の位置が取付部の位置に移動する。このため、取付部

の位置がばらついた場合にも、係合爪を取付部に確実に係合させることがで



きる。

[0007] 本発明の第 2 の態様は、本発明の第 1 の態様において、前記弾性脚部は、

先端が折り曲げられ両端部が前記取付部材から立設された板状とされてもよ

い。

[0008] 上記の態様では、弾性脚部を先端が折り曲げられ両端部が取付部材から立

設された板状とするため、簡単な構造で取付部の位置がばらついた場合にも

、係合爪を取付部に確実に係合させることができる。

[0009] 本発明の第 3 の態様は、本発明の第 1 または第 2 の態様において、前記弾

性脚部は、前記取付部材との接続部が円弧状の湾曲部となってもよい。

[001 0] 上記の態様では、弾性脚部における取付部材からの接続部が円弧状の湾曲

部となっているため、この湾曲部を起点にして弾性脚部が容易に弾性変形す

る。

[001 1] 本発明の第 4 の態様は、本発明の第 1 ~ 3 態様の何れか一つの態様におい

て、前記係合爪は、前記弾性脚部の先端側を中心に揺動可能に形成されても

よい。

[001 2] 上記の態様では、取付部材を被取付部材に取付ける際に、取付部材の弾性

脚部が、被取付部材に形成された取付部と摺動 し弾性変形する。この際、係

合爪は弾性脚部の先端側に設けた揺動中心側から被取付部材に形成された取

付部と摺動 し揺動する。このため、弾性脚部の弾性変形に追従 して係合爪を

揺動させることで、係合爪を取付部に円滑に係合させることができる。

[001 3] 本発明の第 5 の態様は、本発明の第 1 ~ 4 態様の何れか一つの態様におい

て、前記取付部に係合 し、位置決めの基準となる位置決め用係合爪を有 して

もよい。

[0014] 上記の態様では、取付部材を被取付部材に取付ける際に、取付部材の位置

決め用係合爪が被取付部材の取付部に係合 して、取付部材の被取付部材八の

位置決めの基準となる。従って、取付部の位置がばらついた場合にも、位置

決め用係合爪が係合する取付部を基準にして、他の係合爪を取付部に確実に

係合させることができる。



発明の効果

[001 5] 本発明の第 1 の態様は、上記構成としたので、取付部の位置がばらついた

場合にも、係合爪を取付部に確実に係合させることができる。

[001 6] 本発明の第 2 の態様は、上記構成としたので、簡単な構造で取付部の位置

がばらついた場合にも、係合爪を取付部に確実に係合させることができる。

[001 7] 本発明の第 3 の態様は、上記構成としたので、湾曲部を起点にして弾性脚

部を容易に弾性変形させることができる。

[001 8] 本発明の第 4 の態様は、上記構成としたので、係合爪を取付部に円滑に係

合させることができる。

[001 9] 本発明の第 5 の態様は、上記構成としたので、取付部の位置がばらついた

場合にも、位置決め用係合爪が係合する取付部を基準にして、他の係合爪を

取付部に確実に係合させることができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1] 本発明の一実施形態に係る取付部材の下係合爪を示す斜視図である。

[ 図2] 本発明の一実施形態に係る取付部材の上係合爪を示す斜視図である。

[ 図3] 本発明の一実施形態に係る取付部材を示す斜視図である。

[ 図4 ] 本発明の一実施形態に係る取付部材を示す正面図である。

[ 図5] 本発明の一実施形態に係る取付部材を示す側面図である。

[ 図6] 図 4 の 6 — 6 断面線に沿った断面図である。

[ 図7] 図 4 の 7 — 7 断面線に沿った断面図である。

[ 図8] 図 5 の 8 _ 8 断面線に沿った断面図である。

[ 図9] 図 5 の 9 _ 9 断面線に沿った断面図である。

[ 図10] 本発明の一実施形態に係る取付部材と被取付部材とを示す斜視図であ

る。

[ 図11] 本発明の一実施形態に係る取付部材と被取付部材とを示す分解斜視図

である。

[ 図12] 本発明の一実施形態に係る取付部材が適用された車体前部を示す斜視

図である。



[ 図 13 ] 本発明の他の実施形態に係 る取付部材の下係合爪を示す斜視図である

[ 図 14 ] 本発明の他の実施形態に係 る取付部材の下係合爪を示す斜視図である

発明を実施するための最良の形態

[0021 ] 本発明の一実施形態に係 る取付部材について図 1 〜図 1 2 に従 って説明す

る。なお、図中矢印 F R は本実施形態の取付部材 と してのプロテクタ 1 0 (

取付部材）が取付けられる自動車車体の車体前方方向を、矢印 U P は車体上

方方向を、矢印 I N は車幅内側方向を示す。

[0022] 図 1 2 に示すように、本実施形態における取付部材 と してのプロテクタ 1

0 は、 自動車車体 1 1 が前面衝突 した際の衝撃 を車体のフロアパネルに伝え

るための部品であって、被取付部材 と してのラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2

(被取付部材）に取付けられている。なお、 ラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2

は図示を省略 したラジェ一タを支持 し、略枠状 に構成 されたラジェ一タサポ

- 卜1 4 の車幅方向両端部 を構成 している。 また、 ラジェ一タサボ一 卜1 4

は、 自動車車体 1 1 の前端部 に車幅方向に沿 って配置されたフ ロ ン トバ ンバ

リインフォ一ス 1 8 の車体後方側 に配置されている。

[0023] 図 1 1 に示すように、 ラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 は複数の板材によつ

て構成 されてお り、 ラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 におけるプロテクタ 1 0

の取付部は、取付面を車体前方側 に向けたアツパパネル 2 0 とアンダーパネ

ル 2 2 とで構成 されている。 アツパパネル 2 0 の上部は垂直面 2 0 A となつ

てお り、 アツパパネル 2 0 の下部は垂直面 2 0 A の下端か ら車体前方下側 に

向かって傾斜 した取付面 2 0 B となっている。 また、 アツパパネル 2 0 の取

付面 2 0 B の下端部は車体下方に向かって屈曲されたフランジ 2 O C となつ

ている。

[0024] —方、 アンダーパネル 2 2 の取付面 2 2 A は垂直面 となってお り、 アンダ

—パネル 2 2 の取付面 2 2 A の上端部は、 アツパパネル 2 0 のフランジ 2 0

C における下端部の裏面に溶接等により固定されている。



[0025] アツパパネル 2 0 の取付面 2 0 B の中央部には、取付部としての円形の取

付孔 2 8 が形成されており、アツパパネル 2 0 の取付面 2 0 B における取付

孔 2 8 の周縁部 3 0 は、垂直面となっている。また、アツパパネル 2 0 の取

付面 2 0 B における車幅方向外側縁部 2 0 D (取付部）と、アンダーパネル

2 2 の取付面 2 2 A における車幅方向外側縁部 （取付部） 2 2 C とがそれぞ

れ取付部となっている。

[0026] 図 1 0 に示すように、プロテクタ 1 0 は、ラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2

の取付部に車体前方側から取付けられている。

[0027] ( プロテクタの説明）

図 3 及び図4 に示すように、プロテクタ 1 0 は車体前方から見た形状が略

矩形状の基部 1 O A を備えており、基部 1 O A の外周部には車体前後方向に

突出した補強用の上 リブ 1 0 B、下 リブ 1 0 C、車幅方向外側 リブ 1 0 D及

び車幅方向内側 リプ 1 0 E が形成されている。また、プロテクタ 1 0 の基部

0 A には、上 リプ 1 0 B から下 リブ 1 0 C に達する複数の縦 リプ 1 O F が

車幅方向に間隔を開けて車体前後方向に突出形成されている。さらに、プロ

テクタ 1 0 の基部 1 0 A には、車幅方向外側 リプ 1 0 Dから車幅方向内側 リ

プ 1 0 E に達する複数の横 リブ 1 0 G が車体上下方向に間隔を開けて車体前

後方向に突出形成されている。

[0028] 図 3 に示すように、プロテクタ 1 0 における車幅方向内側上部となる位置

には、位置決め用係合爪4 0 が車体後方へ向かって突出形成されている。ま

た、プロテクタ 1 0 における車幅方向外側端下部となる位置には、弾性脚部

の一つとしての下弾性脚部 4 2 (弾性脚部）が車体後方へ向かって突出形成

されており、プロテクタ 1 0 における車幅方向外側端上部となる位置には、

弾性脚部の一つとしての上弾性脚部 4 4 (弾性脚部）が車体後方へ向かって

突出形成されている。

[0029] また、プロテクタ 1 0 の上 リブ 1 0 B における車幅方向内側端部となる位

置には、突出部 4 6 が形成されている。この突出部 4 6 は車幅方向に沿った

上部 4 6 A と、上部 4 6 A の車幅方向外側端から車幅方向外側下方に向かつ



て伸び上 リブ 1 0 B に連結 された傾斜部 4 6 B とを備えている。 また、図 5

に示すように、突出部 4 6 の上部 4 6 A の後端か らは車体後側下方に向かつ

て伸びる傾斜部 4 6 C が形成 されている。

[0030] 図 4 に示すように、 プロテクタ 1 0 における車幅方向内側部の上下方向中

間部 には、切欠 4 8 が形成 されている。 この切欠 4 8 は上下方向を長手方向

とする長方形状 となってお り、車幅方向外側の上下の角部 4 8 A 、 4 8 B は

湾曲形状 とされている。

[0031 ] また、 プロテクタ 1 0 の下 リブ 1 O C における位置決め用係合爪 4 0 の下

方 となる部位 には、車体下方へ向かって凸部 5 0 が形成 されている。 この凸

部 5 0 は車幅方向を長手方向とする長方形状 となってお り、図 5 に示すよう

に、車体後方側面 5 O A が車体後方上側か ら車体前方下側八向かう傾斜面 と

なっている。

[0032] 図 3 に示すように、位置決め用係合爪 4 0 は、縦 リブ 1 0 F と横 リプ 1 0

G との交差部 に形成 された座部 5 4 に形成 されている。 また、図 4 に示すよ

うに、座部 5 4 は外周部 5 4 A が リプで構成 された前後方向に沿 つた筒形状

とされている。

[0033] 図 3 に示すように、座部 5 4 の後端部 には、上壁部 5 4 B と下壁部 5 4 C

とが車幅方向に伸びるス リッ 卜5 6 を挟んで形成 されている。なお、図 7 に

示すように、座部 5 4 の上壁部 5 4 B と下壁部 5 4 C は、 アツパパネル 2 0

の取付面 2 0 B における取付孔 2 8 の周縁部 3 0 に当接するようになつてい

る。

[0034] 図 5 に示すように、位置決め用係合爪 4 0 は先頭形状の先端部 （後端部）

6 0 の上部か ら前方に向かって延設された上脚部 6 と、先端部 6 0 の下部

か ら前方に向かって延設された下脚部 6 4 と、 を備えている。なお、上脚部

6 2 は先端部 6 0 か ら車体前方上側 に向かって傾斜 した傾斜部 6 2 A と、傾

斜部 6 2 A か ら車体前方に伸びる根元部 6 2 B とか らな り、根元部 6 2 B の

先端 （前端）が座部 5 4 の上壁部 5 4 B に連結 されている。 また、下脚部 6

4 は先端部 6 0 か ら車体前方下側 に向かって傾斜 した傾斜部 6 4 A と、傾斜



部 6 4 A から車体前方に伸びる根元部 6 4 B とからなり、根元部 6 4 B の先

端 （前端）が座部 5 4 の下壁部 5 4 C に連結されている。

[0035] 図 6 に示すように、位置決め用係合爪4 0 は先端部 6 0 の車幅方向外側か

ら車幅方向外側前方に向かって延設された外側爪部 6 6 と、先端部 6 0 の車

幅方向内側から車幅方向内側前方に向かって延設された内側爪部 6 8 と、を

備えている。また、これらの外側爪部 6 6 と内側爪部 6 8 とは互いに接離す

る方向 （図 6 の矢印A 方向と矢印 B方向）とへ弾性変形可能となっている。

[0036] 従って、プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 に取付ける際に

、外側爪部 6 6 と内側爪部 6 8 は、ァツバパネル 2 0 に形成 した取付孔 2 8

の内周部と摺動 し、互いに接近する方向 （図 6 の矢印A 方向）へ弾性変形 し

て、取付孔 2 8 を通過するようになっている。一方、外側爪部 6 6 と内側爪

部 6 8 は、取付孔 2 8 を通過すると互いに離間する方向 （図 6 の矢印 B方向

) へ弾性変形 して、外側爪部 6 6 と内側爪部 6 8 の各先端部が、取付孔 2 8

の周縁部 3 0 に係合するようになつている。

[0037] 次に、下弾性脚部 4 2 について説明する。

図 1 に示すように、下弾性脚部 4 2 を構成する弾性脚部 7 0 は、プロテク

タ 1 0 の基部 1 O A からループ状に立設された板状となっており、弾性脚部

7 0 の先端部 （後端部） 7 O A はV 字状に折り曲げられている。また、先端

部 7 0 A の車幅方向外側からは車幅方向外側脚部 7 0 B が車体前方へ向かつ

て延設されており、車幅方向外側脚部 7 0 B の前端部は車幅方向外側 リプ 1

0 D に連結されている。一方、弾性脚部 7 0 の先端部 7 O A の車幅方向内側

からは車幅方向内側脚部 7 0 C が車幅方向内側前方へ向かって延設されてい

る。

[0038] また、車幅方向内側脚部 7 0 C における先端部 7 0 A 側の部分は、先端部

0 A の車幅方向外側後方から車幅方向内側前方へ向かって傾斜 した傾斜壁

部 7 0 D となっている。一方、車幅方向内側脚部 7 0 C におけるプロテクタ

1 0 の基部 1 0 A 側の部位は接続部 7 0 E となっており、接続部 7 0 E の端

部は車幅方向外側後方から車幅方向内側前方八向かう円弧状の湾曲部 7 0 K



となっている。 また、傾斜壁部 7 0 D か らは、車体前方へ向かって縦壁部 7

O F が形成 されてお り、縦壁部 7 O F と接続部 7 0 E との境 には、車幅方向

外側後方か ら車幅方向内側前方へ向かって傾斜部 7 0 G が形成 されている。

[0039] 従 って、図 1 1 に示すように、 プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ

ド1 2 に取付ける際に、図 8 に示すアンダーパネル 2 の車幅方向外側縁部

2 2 C に下弾性脚部 4 を構成する弾性脚部 7 0 が当接すると、弾性脚部 7

0 の車幅方向内側脚部 7 0 C の傾斜壁部 7 0 D がァンダ一パネル 2 の車幅

方向外側縁部 2 2 C と摺動 して、車幅方向内側脚部 7 0 C が先端部 7 O A を

起点に して、車幅外側方向 （図 8 の矢印C 方向）へ弾性変形するようになつ

ている。

[0040] 図 1 に示すように、 プロテクタ 1 0 の基部 1 O A における、車幅方向外側

脚部 7 0 B が連結 された車幅方向外側 リブ 1 0 D と、弾性脚部 7 0 の接続部

7 0 E の根元 と、の間となる部位 には、矩形状の切欠 7 2 が形成 されている

。 また、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C における傾斜壁部 7 0 D、

縦壁部 7 0 F 、傾斜部 7 0 G 及び接続部 7 0 E の幅方向中間部 （上下方向中

間部）には、車体前後方向に伸びる帯状の切欠 7 4 が形成 されている。切欠

7 4 の前端 7 4 A はプロテクタ 1 0 の基部 1 0 A に食い込んでお り、切欠 7

4 の後端 7 4 B は弾性脚部 7 0 の先端部 7 0 A の近傍 に達 している。 また、

切欠 7 4 の後端 7 4 B における幅方向中央部か らは、係合爪 8 0 が車体前方

へ向かって突出形成 されている。即ち、係合爪 8 0 の幅方向両端部 には、ス

リッ 卜状 に切欠 7 4 が形成 されている。

[0041 ] 係合爪 8 0 の基部 8 の根元部 8 1 A は、先端部 7 0 A の近傍 に連結 され

てお り、係合爪 8 0 は基部 8 の根元部 8 A を起点に して車幅外側方向 （

図 8 の矢印 D方向） と車幅内側方向 （図 8 の矢印 E 方向） とへ揺動可能 とな

つている。 また、係合爪 8 0 の基部 8 1 の幅方向中央部 には、係合爪 8 0 の

爪部 8 が車幅方向内側 に向かって突出形成 されている。

[0042] 図 8 に示すように、爪部 8 2 は車体上下方向か ら見た形状が三角形 となつ

てお り、基部 8 の根元部 8 A か ら車幅方向内側 に向かって高さ H が徐



々に高くなつている。また、係合爪 8 0 の基部 8 1 の車体上下方向から見た

形状は、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C における傾斜壁部 7 0 D、

縦壁部 7 0 F 及び傾斜部 7 0 G (図 1参照）に沿つた形状となっており、基

部 8 の先端部 （前端部）は、爪部 8 2 の前端 8 2 A の車幅方向外側端部か

ら車体前方へ向かって伸びた係合部 8 B となっている。

[0043] 図 1 1 に示すように、プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 に

取付ける際に、アンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C に図 8 に示す

係合爪 8 0 の爪部 8 2 が当接すると、爪部 8 2 がアンダ一パネル 2 2 の車幅

方向外側縁部 2 2 C と摺動 して、係合爪 8 0 が基部 8 の根元部 8 1 A を起

点にして、車幅外側方向 （図 8 に矢印D方向）へ弾性変形するようになって

いる。一方、係合爪 8 0 は、爪部 8 2 がアンダ一パネル 2 2 の車幅方向外側

縁部 2 2 C を通過すると車幅内側方向 （図 8 の矢印 E方向）へ弾性変形 して

、爪部 8 2 の前端 8 2 A がアンダ一パネル 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C の

後面側に係合 し、係合部 8 1 B がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2

2 C のエッジに係合するようになっている。

[0044] 従って、下弾性脚部 4 を構成する弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0

C が先端部 7 O A を起点にして、車幅外側方向へ弾性変形することで、弾性

脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C に形成 した係合爪 8 0 の位置を、アンダ

一パネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C と確実に係合する位置へ移動するこ

とができるようになつている。

[0045] 次に、上弾性脚部 4 4 について説明する。

なお、上弾性脚部 4 4 を構成する弾性脚部 7 0 については下弾性脚部 4 2

と同 じためその説明を省略する。

[0046] 図 1 1 に示すように、プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 に

取付ける際に、アツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に図 9 に示す上

弾性脚部 4 4 が当接すると、上弾性脚部 4 4 を構成する弾性脚部 7 0 の車幅

方向内側脚部 7 0 C の傾斜壁部 7 0 Dがァツバパネル 2 0 の車幅方向外側縁

部 2 0 D と摺動 して、車幅方向内側脚部 7 0 C が先端部 7 0 A を起点にして



、車幅外側方向 （図 2 に矢印C 方向）へ弾性変形するようになっている。

[0047] 図 2 に示すように、弾性脚部 7 0 における縦壁部 7 0 F 、傾斜部 7 0 G 及

び接続部 7 0 E の幅方向中間部 （上下方向中間部）には、前後方向に伸びる

帯状の切欠 8 4 が形成 されている。切欠 8 4 の前端 8 4 A はプロテクタ 1 0

の基部 1 0 A に食い込んでお り、切欠 8 4 の後端 8 4 B は傾斜壁部 7 0 D の

近傍 に達 している。 また、切欠 8 4 の後端 8 4 B における幅方向中央部か ら

は、係合爪 9 0 が車体前方へ向かって突出形成 されている。即ち、係合爪 9

0 の幅方向両端部 には、ス リツ 卜状 に切欠 8 4 が形成 されている。

[0048] 係合爪 9 0 の基部 9 の根元部 9 A は、傾斜壁部 7 0 D の近傍 に連結 さ

れてお り、係合爪 9 0 は基部 9 の根元部 9 A を起点に して車幅外側方向

(図 9 の矢印 D方向） と車幅内側方向 （図 9 の矢印 E 方向） と八揺動可能 と

なっている。

[0049] 図 2 に示すように、係合爪 9 0 の基部 9 1 の幅方向両端 には、一対の爪部

9 が車幅方向内側 に向かって突出形成 されている。

[0050] 図 9 に示すように、爪部 9 2 は車体上下方向か ら見た形状が三角形 となつ

てお り、基部 9 の根元部 9 A か ら車幅方向内側 に向かって高さが徐々に

高 くなつている。 また、係合爪 9 0 の基部 9 1 の車体上下方向か ら見た形状

は、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C における縦壁部 7 0 F 及び傾斜

部 7 0 G (図 2 参照）に沿 った形状 となってお り、基部 9 1 の先端部 （前端

部）は、爪部 9 2 の前端 9 2 A の車幅方向外側端部か ら前方へ向かって伸び

た係合部 9 B となっている。

[0051 ] 図 1 1 に示すように、 プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 に

取付ける際に、図 9 に示すアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に係

合爪 9 0 の爪部 9 2 が当接すると、爪部 9 2 がアツパパネル 2 0 の車幅方向

外側縁部 2 0 D と摺動 して、係合爪 9 0 が基部 9 の根元部 9 A を起点に

して、車幅外側方向 （図 9 に矢印 D方向）へ弾性変形するようになっている

。一方、係合爪 9 0 は、爪部 9 2 がアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2

0 D を通過すると車幅内側方向 （図 9 の矢印 E 方向）へ弾性変形 して、爪部



9 の前端 9 2 A がァッパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 Dの後面側に

係合 し、係合部 9 1 B がアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 Dのエツ

ジに係合するようになっている。

[0052] 従って、上弾性脚部 4 4 においても下弾性脚部 4 2 と同様に上弾性脚部 4

を構成する弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C が先端部 7 0 A を起点

にして、車幅外側方向へ弾性変形することで、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側

脚部 7 O C に形成 した係合爪 9 0 の位置を、アツパパネル 2 0 の車幅方向外

側縁部 2 0 D と確実に係合する位置へ移動することができるようになつてい

る。

[0053] (作用 効果）

次に、本発明の一実施形態の作用及び効果について説明する。

[0054] 図 1 1 に示すように、プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 に

取付ける際には、プロテクタ 1 0 をラジェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 の取付部

に向かって、車体前方から車体後方 （図 1 1 の矢印 F ) 方向へ移動すること

で、プロテクタ 1 0 に形成された位置決め用係合爪4 0 がアツパパネル 2 0

に形成された取付孔 2 8 に係合する。また、プロテクタ 1 0 に形成された下

弾性脚部 4 2 がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C に係合 し、プ

ロテクタ 1 0 に形成された上弾性脚部 4 4 がアツパパネル 2 0 の車幅方向外

側縁部 2 0 D に係合する。

[0055] このとき、本実施形態では、図 6 に示すように、プロテクタ 1 0 に形成さ

れた位置決め用係合爪4 0 における外側爪部 6 6 と内側爪部 6 8 とが、ラジ

ェ一タサポ一 卜サイ ド1 2 のアツパパネル 2 0 に形成 した取付孔 2 8 の内周

部と摺動 し、互いに接近する方向 （図 6 の矢印A 方向）へ弾性変形 して、取

付孔 2 8 を通過する。一方、外側爪部 6 6 と内側爪部 6 8 は、取付孔 2 8 を

通過すると互いに離間する方向 （図 6 の矢印 B方向）へ弾性変形 して、外側

爪部 6 6 と内側爪部 6 8 の各先端部が、取付孔 2 8 の周縁部 3 0 に係合する

[0056] また、図 8 に示す下弾性脚部 4 2 を構成する弾性脚部 7 0 がアンダ一パネ



ル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C に当接 し、車幅方向内側脚部 7 O C の傾斜

壁部 7 0 D がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C と摺動する。 こ

のため、車幅方向内側脚部 7 O C が先端部 7 O A を起点に して、車幅外側方

向 （図 8 の矢印C 方向）八弾性変形する。

[0057] さ らに、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C に形成 した係合爪 8 0 の

爪部 8 2 がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C に当接 し、係合爪

8 0 の爪部 8 2 がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C と摺動する

。 このため、係合爪 8 0 が基部 8 の根元部 8 1 A を起点に して、車幅外側

方向 （図 8 に矢印 D方向）八弾性変形する。

[0058] 従 って、下弾性脚部 4 を構成する弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0

C が先端部 7 O A を起点に して、車幅外側方向へ弾性変形することで、弾性

脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C に形成 した係合爪 8 0 の位置を、 アンダ

一パネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C と確実に係合する位置へ移動するこ

とができる。

[0059] 一方、係合爪 8 0 は、爪部 8 2 がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部

2 2 C を通過すると車幅内側方向 （図 8 の矢印 E 方向）へ弾性変形 して、係

合爪 8 0 の爪部 8 2 の前端 8 2 A がアンダ一パネル 2 の車幅方向外側縁部

2 2 C の後面側 に係合 し、基部 8 の係合部 8 B がアンダ一パネル 2 2 の

車幅方向外側縁部 2 2 C のエ ツジに係合する。

[0060] また、図 9 に示す上弾性脚部 4 4 を構成する弾性脚部 7 0 がアツパパネル

2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に当接 し、車幅方向内側脚部 7 0 C の傾斜壁

部 7 0 D がアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D と摺動する。 このた

め、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C が先端部 7 0 A を起点に して、

車幅外側方向 （図 9 の矢印C 方向）八弾性変形する。

[0061 ] さ らに、弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C に形成 した係合爪 9 0 の

爪部 9 2 が、 アツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に当接すると、爪

部 9 2 がアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D と摺動 して、係合爪 9

0 が基部 9 の根元部 9 A を起点に して、車幅外側方向 （図 9 に矢印 D方



向）八弾性変形する。

[0062] 従って、上弾性脚部 4 4 を構成する弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0

C が先端部 7 O A を起点にして、車幅外側方向へ弾性変形することで、弾性

脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 O C に形成 した係合爪 9 0 の位置を、アツパ

パネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D と確実に係合する位置へ移動すること

ができる。

[0063] 一方、係合爪 9 0 は、爪部 9 2 がアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2

0 D を通過すると車幅内側方向 （図 9 の矢印 E方向）へ弾性変形 して、係合

爪 9 0 の爪部 9 の前端 9 2 A がァツバパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0

Dの後面側に係合 し、基部 9 の係合部 9 B がアツパパネル 2 0 の車幅方

向外側縁部 2 0 Dのエッジに係合する。

[0064] このため、本実施形態では、アツパパネル 2 0 の取付孔 2 8 に対 して、ァ

ッパパネル 2 0 に溶接等により固定されているアンダーパネル 2 2 の車幅方

向外側縁部 2 2 C の位置が車幅方向にばらついた場合にも、図 1 に示すよう

に、下弾性脚部 4 を構成する弾性脚部 7 0 の車幅方向内側脚部 7 0 C が車

幅外側方向 （図 1 の矢印C方向）へ弾性変形することで、弾性脚部 7 0 に形

成された係合爪 8 0 の位置がアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C

の位置に移動する。

[0065] この結果、アツパパネル 2 0 の取付孔 2 8 に対 して、アンダーパネル 2 2

の車幅方向外側縁部 2 2 C の位置が車幅方向にばらついた場合にも、下弾性

脚部 4 2 の係合爪 8 0 をアンダ一パネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C に確

実に係合させることができる。また、上弾性脚部 4 4 の係合爪 9 0 について

も同様にアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に確実に係合させるこ

とができる。

[0066] また、本実施形態では、下弾性脚部 4 2 及び上弾性脚部 4 4 が先端が折り

曲げられ両端部がプロテクタ 1 0 から立設された板状とされている。このた

め、簡単な構造で取付部の位置がばらついた場合にも、下弾性脚部 4 2 の係

合爪 8 0 及び上弾性脚部 4 4 の係合爪 9 0 を取付部に確実に係合させること



ができる。

[0067] また、本実施形態では、下弾性脚部 4 2 及び上弾性脚部 4 4 の車幅方向内

側脚部 7 0 C の前端部がプロテクタ 1 0 の基部 1 0 A との接続部 7 0 E とな

つており、接続部 7 0 E の前部は車幅方向外側後方から車幅方向内側前方へ

向かう円弧状の湾曲部 7 0 K となっている。このため、湾曲部 7 0 K を起点

にして車幅方向内側脚部 7 0 C が容易に弾性変形する。

[0068] また、本実施形態では、下弾性脚部 4 2 及び上弾性脚部 4 4 を構成する弾

性脚部 7 0 に設けた係合爪 8 0 、 9 0 の基部 8 1、 9 1 が、弾性脚部 7 0 の

先端部 7 O A 側に設けた揺動中心側から車幅外側方向 （図 8 及び図 9 の矢印

D方向）へ揺動する。このため、車幅方向内側脚部 7 0 C の弾性変形に追従

して係合爪 8 0 、 9 0 が揺動することで、係合爪 8 0 をアンダ一パネル 2 2

の車幅方向外側縁部 2 2 C に円滑に係合させることができると共に係合爪 9

0 をアツパパネル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に円滑に係合させることが

できる。

[0069] また、本実施形態では、プロテクタ 1 0 に設けた位置決め用係合爪4 0 が

アツパパネル 2 0 の取付孔 2 8 に係合する。このため、位置決め用係合爪4

0 が係合する取付孔 2 8 を基準にして、下弾性脚部 4 に設けた係合爪 8 0

をアンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C に確実に係合させることが

できると共に、上弾性脚部 4 4 に設けた係合爪 9 0 をアツパパネル 2 0 の車

幅方向外側縁部 2 0 D に確実に係合させることができる。

[0070] (その他の実施形態）

以上に於いては、本発明を特定の実施形態について詳細に説明 したが、本

発明は上記実施形態に限定されるものではなく、本発明の範囲内にて他の種

々の実施形態が可能であることは当業者にとって明らかである。例えば、図

1 3 に示すように、下弾性脚部 4 2 (または上弾性脚部 4 4 ) を構成する弾

性脚部 7 0 の車幅方向外側脚部 7 0 B の形状を、車幅方向内側脚部 7 0 C の

対称形状に代えてもよい。また、図 1 4 に示すように、下弾性脚部 4 2 (ま

たは上弾性脚部 4 4 ) を構成する弾性脚部 7 0 の車幅方向外側脚部 7 0 B の



車幅方向外側 に、車幅方向内側脚部 7 O C と対称形状 となる新たな車幅方向

外側弾性脚部 7 0 H を追加 した構成 と してもよい。

[0071 ] また、 プロテクタ 1 0 に設けた下弾性脚部 4 2 または上弾性脚部 4 4 が係

合する部位は、 アンダーパネル 2 2 の車幅方向外側縁部 2 2 C やアツパパネ

ル 2 0 の車幅方向外側縁部 2 0 D に限定されず、 ラジェ一タサボ一 卜サイ ド

1 2 に形成 された、開口部、孔等の他の係合部であってもよい。

[0072] また、下弾性脚部 4 または上弾性脚部 4 4 を構成する弾性脚部 7 0 が弾

性変形する方向は、上記実施形態における車幅方向 （左右方向）に限定され

ず、車体上下方向等の他の方向と してもよい。 さらには、上下左右 （2 次元

方向）に弾性変形する構成 と してもよい。

[0073] また、上記実施形態では、取付部材 と してのプロテクタ 1 0 に位置決め用

係合爪 4 0 、下弾性脚部 4 2 及び上弾性脚部 4 4 を設けたが、位置決め用係

合爪 4 0 を設けない構成 と してもよい し、係合爪の数 も上記実施形態に限定

されない。

[0074] また、本発明の取付部材は、被取付部材 と してのラジェ一タサポー トサイ

ド1 2 に取付けられるプロテクタ 1 0 に限定されず、 ラジェ一タサポ一 卜サ

ィ ド1 2 以外の被取付部材に取付けられるプロテクタ 1 0 以外の取付部材に

も適用可能である。



請求の範囲

被取付部材 に形成 された取付部 に係合 される係合爪を備 えた取付部

材であ って、

前記係合爪は、前記取付部 と摺動することで弾性変形可能 とされた

弾性脚部 に形成 されている取付部材。

前記弾性脚部 は、先端が折 り曲げ られ両端部が前記取付部材か ら立

設 された板状 とされている請求項 1 に記載の取付部材。

前記弾性脚部 は、前記取付部材 との接続部が円弧状の湾曲部 とな つ

ている請求項 1 または請求項 2 に記載の取付部材。

前記係合爪は、前記弾性脚部の先端側 を中心 に揺動可能 に形成 され

ている請求項 1 ~ 3 の何れか 1 項 に記載の取付部材。

前記取付部 に係合 し、位置決めの基準 となる位置決め用係合爪を有

する請求項 1 ~ 4 の何れか 1 項 に記載の取付部材。
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